
総 務 部 財 政 課
電話 027-226-2092

平成２９年度３月専決補正予算案（一般会計）のフレーム
（３月３０日付け地方自治法第１７９条に基づく知事専決処分）

（単位 百万円）

歳 出 歳 入

・職員給与費 △１,５９２ ・県 税 １５９

・退職手当の確定による減額 △１,１１５

・その他給与費の減額 △ ４７７ ・地方譲与税 △２,２４９

・補正前 2,233.1億円→補正後 2,217.2億円 ・地方法人特別譲与税の交付額決定

△２,３０６ など

・公共事業（補助・単独） △２,２８９

・災害復旧費、国直轄負担金の確定による減額等 ・地方交付税 ５７６

・特別交付税の交付額決定

・その他の不用額等 △４,４９６

・国庫支出金 △２,０５５

・補助金等の交付額決定

・繰 入 金 △３９２

・基金事業費の確定による減額等

・県 債 △２,６６８

・退職手当債 △１,２５０

（補正前48.5億円→補正後36.0億円）

・その他の県債 △１,４１８

※H29年度県債最終予算額 1,225.9億円

（参考：Ｈ28年度 987.3億円

Ｈ27年度 1,039.3億円）

・そ の 他 △１,７４８

計 △８,３７７ 計 △８,３７７

※ 補正後の最終予算額 ７３２,０７２百万円（対前年度比 １０１.０％）

（平成２８年度最終予算額 ７２４,７２９百万円）


